
 

平和島駅周辺地区グランドデザイン策定業務委託 

受託事業者選定プロポーザル募集要項 

 

１ 件名 

 平和島駅周辺地区グランドデザイン策定業務委託 

 

２ 業務内容 

平和島駅周辺地区において、今から 20年後の令和 25年頃（2040 年代）を見据え、地

域住民、事業者、行政が一体となってまちづくりを進めていくため、総合的・長期的視

点でまちの将来像、基本的な方針・目標、実現に向けた方策を示すグランドデザインの

策定に向けた基礎調査及び策定準備業務を行う（詳細は別紙「仕様書（案）」のとお

り。）。 

 

３ 本業務に関連する大田区等の主な計画 

本業務に関連する大田区等の主な計画（大田区ＨＰ等参照）は以下のとおり 

（１）新おおた重点プログラム（令和５年２月） 

（２）大田区都市計画マスタープラン（令和４年３月） 

（３）おおた都市づくりビジョン（平成 29年３月） 

（４）大森駅周辺地区グランドデザイン（平成 23年３月） 

（５）空港臨海部グランドビジョン 2040（令和４年３月） 

（６）平和島駅周辺地区まちづくり基本構想（平和島駅周辺地区まちづくり協議会、平成

28 年３月） 

 

４ 履行期間  

契約締結日から令和６年３月 15 日まで 

  本件は単年度契約です。 

  令和６年度も本件グランドデザイン策定業務委託発注の可能性あり。ただし、当該年

度の予算議決、前年度までの履行状況及び業務委託発注の決定等の条件により、契約を

保証するものではありません。 

 

５ 見積上限額 

  5,500,000 円（税込） 

  なお、本件においては、最低制限価格を設定しています。 

金額は、契約時の予定額を示すものではなく、実施分事業の規模を示すためのもので

あることに留意してください。 
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６ 参加資格 

 プロポーザルの参加資格は、以下の要件を満たすものとする。なお、基準日は、参加

申込書の提出日現在とする。 

（１）東京電子自治共同運営電子調達サービスで、大田区における競争入札参加資格を有

していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当していない

こと。 

（３）大田区競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成 25 年 12 月 19 日付け区長決

定）に基づく指名停止期間中でないこと。 

（４）大田区契約関係暴力団等排除措置要綱（平成 23年２月４日付け区長決定）に基づ

く排除措置期間中でないこと。 

（５）経営不振の状態（民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21条第１項の規定に基

づき再生手続開始の申立てがなされたとき、又は会社更生法（平成 14 年法律第 154

号）第 17条第１項に基づき更生手続を行ったとき。）にないこと。 

（６）国税又は地方税を滞納していないこと。 

（７）直近 10年以内の類似業務の実績を１件以上有すること。 

（８）共同企業体による提案については、妨げない。ただし、以下のとおりとする。 

ア 共同企業体に参画する企業の全てが、上記参加資格（１）～（７）を満たしてい

なければならない。 

イ 構成員の数は、任意とする。  

ウ 共同企業体の構成員は、他の共同企業体の構成員として応募することはできな

い。  

エ 参加申込書の提出以降に共同企業体の構成員の変更及び追加を行う場合は、新た

に本件に参加することとなる構成員及び変更後の共同企業体の構成が本件の参加に

必要な資格条件を満たしていることを証する書面を添えて申請の上、大田区の書面

による承諾を得るものとする。 

 

７ 参加申込 

（１）提出方法 

本プロポーザルに参加しようとする者は、提出書類に必要事項を記入の上、直接持

参すること（郵送及びメールは不可。）。なお、持参する際は必ず事前に日時を電話

予約すること。 

（２）受付期間 

令和５年４月 20 日（木）から令和５年５月８日（月）正午まで 

（３）提出書類   

区分 提出書類 様式 提出部数 

ア 公募型プロポーザル参加申込書 第１号様式 １部 
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イ 
共同企業体の提案に係る委任状 

（共同企業体による場合のみ提出） 
第２号様式 １部 

ウ 
類似業務実績書 

（業務実績が確認できる資料を添付すること） 
第３号様式 １部 

エ 配置予定技術者調書 第４号様式 １部 

オ 実施体制調書 第５号様式 １部 

カ 
東京都電子自治体共同運営電子調達サービス

の入札参加資格審査受付票の写し（印不要） 
 １部 

なお、上記提出書類一式を「参加申込書等」という。 

（４）参加申込書等の作成に当たっては、９ページ以降の「提出書類の作成に関する留意

事項」を参照すること。 

（５）提出先 

事務局（本要項 16参照） 

 

８ 質問受付及び回答 

（１）提出方法 

本募集要項、仕様書（案）及び企画提案書に関して質問があるときは、提出書類に

必要事項を記入の上、電子メールで送付すること。なお、件名は【平和島駅周辺地区

ＧＤ策定業務委託に関する質問（事業者名）】とし、送信後は確認のため、必ず電話

連絡すること。 

（２）提出書類（大田区ＨＰからダウンロード） 

質問票（第６号様式） 

（３）提出先 

事務局（本要項 16参照） 

（４）提出期間 

令和５年４月 20 日（木）から令和５年４月 27 日（木）正午まで 

（５）回答方法 

全ての質問及び回答を一覧化し、参加申込書等を提出した全員に対し令和５年５月

２日（火）に電子メールで配信する。ただし、質問の内容によって、本プロポーザル

による事業候補者選定に公平性を保てない場合、回答しないことがある。 

（６）質問内容 

質問は本募集要項、仕様書（案）、及び企画提案書に関する事項に限るものとし、評

価及び審査に関する質問並びに提案者が提案すべき内容に関する質問は受け付けない。 

 

９ 企画提案書等の提出 

（１）提出方法 

参加申込書等を提出した者のうち第１次審査合格者は、提出書類に必要事項を記入
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のうえ、直接持参すること。（郵送及びメールは不可。）なお、持参する際は必ず事

前に日時を電話予約すること。 

（２）受付期間 

令和５年５月 15 日（月）から令和５年５月 29 日（月）正午まで 

（３）提出書類 

区分 提出書類 様式 提出部数 

ア 公募型プロポーザル届出書 第７号様式 正本１部 

イ 
共同企業体の提案に係る委任状 

（共同企業体による場合のみ提出） 
第２号様式 正本１部 

ウ 業務提案書 第８号様式 正本１部 

エ 業務提案概要書 第９号様式 
正本１部 

副本 10 部 

オ 企画提案書 第 10号様式 
正本１部 

副本 10 部 

カ 配置予定技術者経歴書 第 11号様式 正本１部 

キ 業務工程表 様式自由 
正本１部 

副本 10 部 

ク 見積書 第 12号様式 正本１部 

なお、上記提出書類一式を「企画提案書等」という。 

（４）提出部数 

ア 正本（前項ア～クを１部ずつ左綴じした書類一式）１部 

なお、前項アについては、代表者印を捺印すること。 

イ 副本（前項エ、オ及びキを１部ずつ左綴じした書類一式）10 部 

なお、副本の書類は、会社名・代表者名等、参加者の特定につながる名称、ロゴ

マーク等の使用や表現をしてはならない。 

ウ １部ごとに紙ファイル（Ａ４）で綴じ、様式番号のインデックスを付けること。

ただし、ホチキス止めはしないこと。 

なお、正本は紙ファイルの表紙に正本を示す標記を行うこと。 

（５）企画提案書等の作成に当たっては、９ページ以降の「提出書類の作成に関する留意

事項」を参照のこと。 

（６）「企画提案書（第 10 号様式）」内容 

区分オ「企画提案書（第 10 号様式）」では、以下ア～オの５つのテーマについて提

案する。テーマごとにＡ４及び２ページ以内（計 10 ページ以内）で作成すること。 

なお、令和５年度の業務に対する企画提案をお願いしているが、最終策定の目指す

姿や成果がイメージできるよう意識して提案ください。 

ア グランドデザイン策定の必要性及び目的 

平和島駅周辺地区でグランドデザインを策定する必要性及び目的についてどう考
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えるかを示してください。 

イ 現況及び課題整理 

上記３で示す資料における平和島駅周辺地区の記載内容（地域特性等）を踏ま

え、想定する平和島駅周辺地区の現況把握及び課題整理の方法（調査の方法、活用

を想定しているデータ等）を示してください。 

ウ まちの将来像及びまちづくり基本方針、まちづくり目標の検討方法 

想定しているまちの将来像、まちづくり基本方針及びまちづくり目標検討の進め

方を示してください。 

エ 駅周辺の都市基盤検討 

上記３で示す資料における平和島駅周辺地区の記載内容を踏まえ、想定する駅周

辺の都市基盤課題を挙げ、検討の進め方を示してください。 

オ 関係者調整支援 

想定している地域住民・団体、関係事業者（鉄道事業者等）との調整の進め方を

示してください。 

（７）提出先 

事務局（本要項 16参照） 

 

10 審査方法及び結果通知 

  平和島駅周辺地区グランドデザイン策定業務委託事業者選定委員会において、第１次

審査及び第２次審査を実施し、その結果を総合的に審査し、最も優れていると認められ

る１者を受託候補者として選定する。 

（１）第１次審査（書類審査） 

参加申込書等を提出した全提出者を対象に、業務遂行の適格性を比較審査するた

め、書類審査を行う。 

ア 審査項目 

評価項目 評価の視点 

事業者概要 資格保有者数 等 

企業の業務実績 類似業務実績 等 

配置予定者 実施体制 等 

イ 第１次審査の結果 

令和５年５月 15 日（月）以降、参加申込書等を提出した者に郵送により通知す

る。 

（２）第２次審査（ヒアリングの実施） 

第１次審査合格者を対象に、技術力及び業務の理解度、業務遂行実現性等の適格性

を比較審査するため、第２次審査を行う。企画提案書等の内容について、業務に実際

に携わる配置予定の管理技術者及び担当技術者に対してヒアリングを実施し、審査す

る。時間及び会場等の詳細については、第１次審査合格者に対し、別途郵送により通
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知する。 

ア 第２次審査日時 

令和５年６月６日（火）を予定 

イ 第２次審査会場 

大田区内の指定会場 

ウ 説明時間等 

提案の説明は 15 分程度とし、その後 10分～20 分程度の質疑を行う。説明に当た

っては、企画提案書のみを使用するものとする。 

  エ 選定項目 

評価項目 評価の視点 

提案内容 グランドデザインの理解度 

現況と課題整理 

まちの将来像等の検討方法 

駅周辺の基盤整備の検討方法 

関係者調整支援方法      等 

業務工程 実施手順 等 

 

見積金額 

プレゼンテーション・ヒアリング 

 

11 受託候補者特定等 

（１）選定委員会において、第１次審査及び第２次審査の合計得点が高いものから、受託

候補者、次席者とする。 

（２）評価が同点となった場合は、第２次審査の評価で優劣を判断する。第２次審査も同

点となった場合は、再度書類審査の評価を行い、優劣を判断する。 

（３）評価が一定の水準に満たない時には、選定委員会において選定しない場合もある。 

（４）受託候補者等の特定は令和５年６月 12 日（月）以降を予定しており、第２次審査

に参加した者に郵送により通知する。 

 

12 契約締結等 

（１）業務委託仕様書は、本要項及び企画提案書等をもとに協議を行い、作成する。 

（２）受託候補者との協議が整った場合は、当区契約所管課（経理管財課）において、平

和島駅周辺地区グランドデザイン策定業務委託の契約を締結する。 

（３）受託候補者が辞退又は特別な理由により受託候補者と契約締結できない場合は、次

席者と契約交渉をする。なお、本委託業務の契約を辞退したことによって、以後の選

定、競争入札について、不利益な取扱いを受けるものではない。 

（４）契約時期は、令和５年６月末日を予定している。 
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13 プロポーザル日程（予定） 

 内容 日時 

①  募集要項等の公表 令和５年４月 20 日（木） 

②  参加申込書等提出期間 公表日から 

令和５年５月８日（月）正午まで 

③ 質問票の提出期間 令和５年４月 20 日（木）から 

令和５年４月 27 日（木）正午まで 

④ 質問票の回答 令和５年５月２日（火） 

⑤ 第１次審査 令和５年５月中旬 

⑥ 第１次審査結果通知書送付 令和５年５月 15 日（月）予定 

⑦ 企画提案書等提出期間 令和５年５月 15 日（月）から 

令和５年５月 29 日（月）正午まで 

⑧ 第２次審査（ヒアリング）実施 令和５年６月６日（火）予定 

⑨ 第２次審査結果通知書送付 令和５年６月 12 日（月）予定 

⑩ 審査結果の公表・契約締結 令和５年６月末日（予定） 

 

14 参加の辞退 

（１）提出方法 

公募型プロポーザル参加申込書（第１号様式）を提出した者が、本プロポーザルの

参加を辞退するときは、提出書類に必要事項を記入の上、直接持参すること（郵送及

びメール不可。）。 

（２）提出書類（大田区ホームページからダウンロード） 

辞退届（第13号様式）１部 

（３）提出先 

事務局（本要項16参照） 

（４）提出期間 

要項公表の日から令和５年６月２日（金）午後５時までとし、それ以降の辞退は認

めない。 

 

15 その他 

（１）参加申込書等及び企画提案書等に虚偽の記載をした場合には、当該選定委員会にお

いて提案を無効にする。 

（２）参加申込書等及び企画提案書等の作成・提出及びヒアリング等に係る一切の費用

は、提出者の負担とする。  

（３）企画提案書等の提出後において、記載内容の変更は認めない。また、参加申込書等

に記載した配置予定の技術者は、原則として変更することができない。ただし、病
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休、死亡、退職、共同企業体の構成員の変更等極めて特別な場合により変更を行う場

合には、同等以上の者であるとの発注者の了解を得なければならない。  

（４）提出された参加申込書等及び企画提案書等は返却しない。 

（５）参加者は本プロポーザルに関して、事務局以外の関係者と接触を図ってはいけな

い。  

（６）この要項に定めるもののほか、必要な事項については選定委員会が別に定める。 

 

16 担当課（事務局） 

〒144-8621 東京都大田区蒲田五丁目 13 番 14 号（大田区役所７階 28 番窓口） 

大田区鉄道・都市づくり部鉄道・都市づくり課大森・臨海部担当 

電話 03-5744-1356（直通） 

メールアドレス heiwajima-itaku@city.ota.tokyo.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:heiwajima-itaku@city.ota.tokyo.jp
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提出書類の作成に関する留意事項 

 

※「提出書類」とは、「参加申込書等」（本要項７（３）に示す書類一式）、及び「企画提

案書等」（本要項９（３）に示す書類一式）を指す。 

 

１ 提出書類作成上の基本事項 

 本プロポーザルは、業務における具体的な取組方法について提案を求めるものであ

り、当該業務の具体的な内容や成果品の一部の作成や提出を求めるものではない。本要

項において記載した事項以外の内容を含む提出書類については、提案を無効とする場合

があるので注意すること。なお、無効となったときは、その時点でプロポーザルの参加

資格を失う。 

 無効となる提出書類の例は下記のとおりである。 

（１）提出方法、提出先及び提出期間に適合しないもの。 

（２）各様式及び留意事項に示された条件に適合しないもの。 

（３）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

（４）記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

（５）許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの。 

（６）虚偽の内容が記載されているもの。 

（７）審査結果に影響を与える工作等、不正な行為が行われたもの。 

（８）その他、選定委員会が不適格と認めるもの。 

 

２ 提出書類作成の留意事項 

（１）提出書類は、別添の所定様式及び本留意事項に基づき作成する。 

（２）用紙は特記なき限り片面印刷で提出すること。 

（３）印刷のカラー・白黒は問わない。 

（４）文字サイズは特記なき限り 10.5 ポイント以上とする。 

（５）専門知識を有しない者でも理解できるようにわかりやすい表現を用いて記載するこ

と。 

（６）提出書類作成の際に使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及

び計量法によるものとする。 

 

３ 各様式等の作成に関する留意事項 

提出書類 様式 作成に関する留意事項 

公募型プロ

ポーザル参

加申込書 

第１号様式 ・登記簿謄本（履歴事項全部証明書※発行後３か月以内）

を添付する。 

・代表者印を押印すること。 

類似業務実 第３号様式 ・行政発注の地域の総合的・長期的視点による、まちの
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績書 基本的方針・目標、実現に向けた方策を指す計画策定業

務（地域住民及び関係事業者との調整業務を含む）や、

公共交通施設を含む地域のまちづくり検討業務、都市計

画マスタープラン、官民連携に関する検討業務等を記載

すること。 

・20年以内に実施した類似事業を８件まで記載する。平

和島駅周辺地区グランドデザイン業務委託内容に近い業

務から記載する。 同等の場合は、新しいものを優先さ

せること。 

・大田区発注の業務で受託時期が新しいものについて

は、必ず記載すること。 

・業務内容については、その業務の概要・特徴などにつ

いて記載すること。 

・本様式は表の体裁（行数、幅等）を変更して構わない

が、Ａ４版２ページ以内で作成すること。 

・「業務内容」欄は、作成した事業者名が特定可能とな

る内容の記述はしないこと。 

・業務実績が確認できる資料（テクリス、契約書の写し

及び仕様書の写しなど）を添付すること。 

・共同企業体で提出の場合は、提出者名に幹事会社名を記

入し、各業務名欄に業務名と受注した構成員名を記載す

ること。例：○○業務（××会社） 

・実績が８件に満たない場合は、空欄とする。 

・事実関係について、関係者等に確認する場合がある。 

実施体制調

書 

第５号様式 ・本業務の実施体制をわかりやすく記載すること。 

・Ａ４版２ページ以内で作成すること。なお、印刷のカラ

ー・白黒は問わない。 

・文章を補完するためのフロー図、写真、イラスト、イメ

ージ図等を用いることは支障ない。 

公募型プロ

ポーザル届

出書 

第７号様式 ・代表者印を押印すること。 

企画提案書 第 10号様式  ・本要項９（６）『「企画提案書（第10号様式）」内容』

を確認し、具体的かつ簡潔に記載すること。 

・各提案について、Ａ４版２ページ以内で作成するこ

と。なお、印刷のカラー・白黒は問わない。 

・文章での記載を原則とするが、概念図、簡潔な図面・
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図表、既往成果、写真、ＣＧ等を用いることは支障な

い。  

・用紙は、縦・横どちらに使っても構わない。ただし、

どちらかに統一すること。  

・提出者を特定することができる内容の記述（具体的な

社名等）を記載してはならない。  

配置予定技

術者経歴書 

第11号様式 ・配置予定技術者調書（第４号様式）に記載した配置予定

技術者について、作成する。 

・技術者１名につき、１枚ずつ作成する。 

・記載する資格は３つ以内とし、技術士資格「総合技術管

理部門」「都市及び地方計画」を有する場合は、優先的

に記入すること。 

・「４ 保有資格等」欄に記載した資格を確認できる資格

証等の写しを添付すること。 

・主な業務実績は、第３号様式の類似業務を記載する。 

・令和５年４月 20 日現在で携わっている担当業務がある

場合、「業務内容」欄にその旨を記載する。 

業務工程表 様式自由 ・提案内容に即し、令和５年度の業務工程について、作

業項目ごとに整理した工程表を作成すること。 

・印刷のカラー・白黒は問わない。 

見積書 第 12号様式 ・本業務にかかる参考見積を作成し提出すること。  

・参考見積は、参考業務規模に比べて著しく乖離している

と思われる場合、その妥当性について聴取することがあ

る。  

 


